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２０１０年度版

奈良の企業支援ガイドブック

[雇用支援編]（概要版）

奈 良 県 ・ (財)奈良県中小企業支援センター

このガイドブックは、(財)奈良県中小企業支援センターが平成２２年１０月に発行しております

『奈良の企業支援ガイドブック[雇用支援編] ２０１０年度版』の概要版です。

企業の皆様に雇用・労働関係助成金等を「Ⅰ 創業をしたい」「Ⅱ 新たに雇用したい」「Ⅲ 雇用

を維持したい」「Ⅳ 労働者の再就職を援助したい」「Ⅴ 障害者を雇用したい・雇用管理の改善を

行いたい」「Ⅵ 雇用管理の改善を行いたい」「Ⅶ 労働者の能力開発等を行いたい」の７つの目的別

で紹介しています。

制度の詳細につきましては、１４ページの「各助成金のお問い合わせ先」へお願いいたします。

Ⅰ 創 業 を し た い

雇用保険の受給資格者 ①①①① 受給資格者創業支援助成金

が創業した場合 雇用保険の受給資格者（算定基礎期間：５年以上）自らが創業し、創

業後１年以内に労働者を雇い入れて雇用保険の適用事業主となった場

合に、創業に要した費用の一部を助成します。

高年齢者等が共同して ②②②② 高年齢者等共同就業機会創出助成金

創業した場合 ４５歳以上の高年齢者等３人以上が共同して新たに法人を設立し、労

働者を雇い入れ、継続的な雇用・就業機会を創設した場合に、当該事

業の開始に要した一定範囲の費用について助成します。

雇用失業情勢の改善の ③③③③ 地域再生中小企業創業助成金

動きが弱い地域で創業 雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、地域再生事業を行う

することに伴い求職者 法人を設立又は個人事業を開業し、雇用保険の一般被保険者として労

を雇い入れた場合 働者を１人以上雇い入れた場合、創業に係る経費の一部及び雇入れの

人数に応じて一定額を助成します。

※奈良県は飲食料品小売業、その他の小売業、飲食店、食料品製造業、情報サー

ビス業、宿泊業の６分野が地域再生事業の対象となっております。
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Ⅱ 新 た に 雇 用 し た い

高年齢者、障害者等の ④④④④ 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）

就職が困難な方を雇い 高年齢者、障害者、母子家庭の母等の就職が特に困難な方を、ハロー

入れた場合 ワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れた場

合、賃金の一部を助成します。

６５歳以上の離職者を ⑤⑤⑤⑤ 特定求職者雇用開発助成金（高年齢者雇用開発特別奨励金）

雇い入れた場合 高年齢者（６５歳以上の方）をハローワーク等の紹介により、継続し

て雇用する労働者として雇い入れた場合、賃金の一部を助成します。

建設業を離職された方 ⑥⑥⑥⑥ 建設業離職者雇用開発助成金

を雇い入れた場合 ４５歳以上６０歳未満の建設業離職者を、ハローワーク等の紹介によ

り、雇い入れた建設業以外の事業主に対し、賃金の一部を助成します。

地域求職者等を雇い入 ⑦⑦⑦⑦ 地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金）

れた場合 雇用機会が特に不足している地域等において、要した経費が３００万

円以上の事業所の設置・整備あるいは創業に伴い、当該地域に居住す

る求職者等を３人（創業については２人）以上雇い入れた場合、一定

額を助成します。

地域求職者の雇入れに ⑧⑧⑧⑧ 地域雇用開発助成金（地域求職者雇用奨励金（中核人材用））

伴い中核人材を受け入 雇用機会が特に不足している地域等において、新たな事業展開に資す

れた場合 ると認められる中核人材労働者を受け入れ、それに伴い、受け入れた

中核人材労働者の数の２倍以上の数の当該地域に居住する求職者を雇

い入れた場合、受け入れた中核人材労働者の人数に応じて一定額を助

成します。

派遣先で派遣労働者を ⑨⑨⑨⑨ 派遣労働者雇用安定化特別奨励金

雇い入れた場合 ６か月を超える期間継続して労働者派遣を受け入れていた業務に、派

遣労働者を無期又は６か月以上の有期で直接雇い入れた場合、奨励金

を支給します。

年長フリーターや内定 ⑩⑩⑩⑩ 若年者等正規雇用化特別奨励金（平成２４年３月３１日まで）

を取り消された学生等 年長フリーター等（４０歳未満）や採用内定を取り消されて就職先が

を雇い入れた場合 未決定の学生等を、ハローワーク等の紹介により正規雇用する場合、

一定期間経過後に奨励金を支給します。

大学等の既卒者を正規 ⑪⑪⑪⑪ ３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金

雇用した場合 （平成２４年３月３１日まで）

大学等を卒業後３年以内の既卒者を正規雇用として雇い入れた場合、

正規雇用での雇入れから６か月経過後に奨励金を支給します。
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雇用管理改善業務を担 ⑫⑫⑫⑫ 介護基盤人材確保等助成金

う介護人材を雇い入れ 新サービスの提供等に伴い、雇用管理改善に関連する業務を担う人材

た場合 として特定労働者を雇い入れた場合に事業主（企業単位）に助成しま

す。

介護関係業務の未経験 ⑬⑬⑬⑬ 介護未経験者確保等助成金

者を雇い入れ、定着さ 介護関係業務の未経験者を雇用保険一般被保険者（週所定労働時間が

せた場合 ３０時間未満の者を除く。）として雇い入れた場合で、１年以上継続

して 雇用することが確実であると認められる場合に、事業主（企業

単位）への支援として助成します。

特定の求職者を短期間 ⑭⑭⑭⑭ 試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金）

の試行雇用として雇い 職業経験、技能、知識等から就職が困難な特定の求職者を、ハローワ

入れた場合 ーク等の紹介により、一定期間試行雇用した場合、奨励金を支給しま

す。

卒業後も就職活動継続 ⑮⑮⑮⑮ ３年以内既卒者トライアル雇用奨励金（平成２４年３月３１日まで）

中の新規学卒者を有期 卒業後も就職活動を継続中の新規学卒者の方（高校・大学等を卒業後

雇用で育成し、正規雇 ３年以内の方）を正規雇用へ向けて育成するために、まずは有期雇用

用した場合 （原則３か月）で雇用し、その後、正規雇用に移行させた事業主の方

に奨励金を支給します。

⑯⑯⑯⑯ 既卒者育成支援奨励金（平成２４年３月３１日まで）

※平成２２年度の補正予算で措置されています。

長期の育成支援が必要な卒業後３年以内の既卒者を原則６か月有期雇

用し、その間に座学等（ＯＦＦ－ＪＴ）の研修により育成のうえ、正

規雇用に移行させた成長分野（環境等）の中小企業の事業主に対して

奨励金を支給します。

十分な技能・知識を有 ⑰⑰⑰⑰ 実習型試行雇用奨励金・実習型雇用助成金

しない求職者を受け入 新規成長・雇用吸収分野等において、十分な技能・経験を有しない求

れた場合 職者（緊急人材育成支援事業による職業訓練修了後、一定期間（１か

月）経過しても就職が決まっていない者）を実習型雇用により受け入

れる事業主の方に対して支給します。

実習型雇用終了後に対 ⑱⑱⑱⑱ 正規雇用奨励金（実習型）

象者を常時雇用として 実習型試行雇用奨励金・実習型雇用助成金を受給した事業主が、実習

雇い入れた場合 型雇用終了後に対象者を常用雇用として雇い入れ、一定期間職場定着

した場合支給します。
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実習プログラムに沿っ ⑲⑲⑲⑲ 新卒者就職応援プロジェクト

た長期間の職場実習に 新卒者の方を対象に、採用意欲のある中小企業の現場等において、実

新卒者を受け入れた場 習プログラムに沿った長期間の職場実習を行った場合に、受入企業と

合 実習生に助成金を支給します。

中小企業事業主が経営 ⑳⑳⑳⑳ 人材確保等支援助成金（中小企業基盤人材確保助成金）

基盤の強化に資する人 改善計画の認定を受けた中小企業者が、新分野進出（創業・異業種進

材を雇い入れた場合 出）又は生産性の向上に必要な人材を雇い入れた場合に助成します。

特定の地域において雇 ○○○○21212121 地域活性化・雇用促進資金

用創出効果が見込まれ 特定の地域において、一定の雇用創出効果が見込める設備投資を行う

る設備投資を行った場 方などにご利用いただけます。

合

大規模立地において県 ○○○○22222222 奈良県企業立地促進補助金

内から新規常用雇用し 雇用の創出及び地域経済の活性化に大きく貢献する大規模な工場・研

た場合 究所の立地に対して支援します。

中規模立地において県 ○○○○23232323 奈良県企業活力集積促進補助金

内から新規常用雇用し 経済効果の高い中規模の立地を促進するために、工場・研究所の立地

た場合又は（県内外を に対し支援します。

問わず）大量に常用雇

用した場合

工場等の機能強化にお ○○○○24242424 奈良県企業定着促進補助金

いて県内から新規常用 県内立地企業による安定的かつ継続的な企業活動を促進するために、

雇用した場合 工場・研究所の機能強化（建物の改築・改修、機械装置の設置等）を

支援します。

立地企業が人材確保の ○○○○25252525 奈良県企業立地人材確保支援補助金

求人広告等を行った場 立地企業の人材確保のために、求人広告や人材紹介の活用を支援しま

合 す。

一定の要件を満たす企 ○○○○26262626 奈良県企業立地促進優遇税制

業立地をした場合 一定要件を満たす工場又は研究所を設置した法人を対象に、事業税や

不動産取得税の軽減措置を行います。
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Ⅲ 雇 用 を 維 持 し た い

事業活動が縮小する中 ○○○○27272727 雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金

で雇用の維持に取り組 景気の変動、産業構造の変化などの経済上の理由により事業活動の縮

んだ場合 小を余儀なくされた事業主が、一時的に休業、教育訓練又は出向によ

り、労働者の雇用の維持を図る場合、その賃金等の一部を助成します。

定年の引上げや定年の ○○○○28282828 定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金）

定めの廃止等を実施し ６５歳以上への定年引上げ、希望者全員を対象とする７０歳以上まで

た場合 の継続雇用制度の導入、定年の廃止又は希望者全員を対象とする６５

歳前に契約期間が切れない安定的な継続雇用制度（６５歳安定継続雇

用制度）の導入を行う中小企業事業主に対して奨励金を支給します。

高年齢者の職域の拡大 ○○○○29292929 定年引上げ等奨励金（高年齢者雇用モデル企業助成金）

や外部の高年齢者の採 ７０歳まで働ける制度や希望者全員が６５歳まで働ける制度の導入に

用等を実施した場合 あわせて、高年齢者の職域の拡大や処遇の改善、または外部の高年齢

者の積極的な採用に係る先進的な取組を行う事業主に対して支給しま

す。

事業主団体が傘下企業 ○○○○30303030 定年引上げ等奨励金（高年齢者雇用確保充実奨励金）

について定年引き上げ 傘下企業における希望者全員が６５歳まで働ける制度の導入、７０歳

や雇用確保措置の充実 まで働ける制度の導入等の雇用確保措置の充実（雇用確保措置の導入

を実施した場合 を含む。）等を支援するための事業を実施した事業主団体に対し、当

該事業に要した費用及び事業の成果に応じて支給します。

Ⅳ 労 働 者 の 再 就 職 を 援 助 し た い

離職を余儀なくされる ○○○○31313131 労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金）

労働者の再就職援助の 事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等によ

ための措置を講じた場 り離職が予定されている高年齢者等のうち、再就職を希望する方に対

合 して、在職中からの求職活動への支援を行う場合に助成します。

離職を余儀なくされる ○○○○32323232 労働移動支援助成金（再就職支援給付金）

労働者の再就職援助を 事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者や、定年等によ

職業紹介事業者に委託 り離職が予定されている高年齢者等のうち、再就職を希望する方につ

し、再就職が実現した いて、再就職に係る支援を職業紹介事業者に委託し、再就職が実現し

場合 た場合に、その費用の一部を助成します。
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Ⅴ 障害者を雇用したい・雇用管理の改善を行いたい

中小企業の事業主が初 ○○○○33333333 障害者初回雇用奨励金（ファースト・ステップ奨励金）

めて障害者を雇い入れ 障害者雇用の経験のない中小企業が初めて障害者を雇用した場合に、

た場合 奨励金を支給します。

特例子会社等を設立し、 ○○○○34343434 特例子会社等設立促進助成金

障害者を雇い入れた場 特例子会社や重度障害者多数雇用事業所を設立し、障害者を新たに雇

合 用した事業主に対し、助成金を支給します。

発達障害者を雇い入れ ○○○○35353535 発達障害者雇用開発助成金

た場合 発達障害者の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、ハロー

ワーク又は地方運輸局の職業紹介により常用労働者として雇い入れる

事業主に対して、賃金の一部に相当する額を助成します。

難病のある人を雇い入 ○○○○36363636 難治性疾患患者雇用開発助成金

れた場合 難病のある人の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、難病

のある人をハローワーク又は地方運輸局の職業紹介により常用労働者

として雇い入れる事業主に対して賃金の一部に相当する額を助成しま

す。

精神障害者等ステップ ○○○○37373737 精神障害者等ステップアップ雇用奨励金及びグループ雇用奨励

アップ雇用により雇い 加算金

入れた場合 週２０時間以上の就業を目指す精神障害者又は発達障害者（以下「精

神障害者等」といいます。）を３か月から１２か月の間試行的に雇用

（ステップアップ雇用）した場合に奨励金を支給します。

また、同時に複数の精神障害者等をステップアップ雇用し、支援担当

者を選任した場合はグループ雇用奨励加算金を支給します。

事業主が作業施設、作 ○○○○38383838 障害者作業施設設置等助成金

業設備等の整備等を行 障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主が、

った場合 その障害者が障害を克服し、作業を容易に行うことができるよう配慮

された作業施設、就労を容易にするために配慮されたトイレ、スロー

プ等の附帯施設若しくは作業を容易にするために配慮された作業設備

の設置又は整備を行う場合に、その費用の一部を助成します。

事業主が福利厚生施設 ○○○○39393939 障害者福祉施設設置等助成金

の整備等を行った場合 障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主又は

その事業主が加入している事業主団体が、障害者である労働者の福祉

の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給

食施設、教養文化施設等の福利厚生施設の設置又は整備を行う場合に、

その費用の一部を助成します。
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雇用管理のために必要 ○○○○40404040 障害者介助等助成金

な介助等の措置を行っ 重度身体障害者、知的障害者、精神障害者又は就職が特に困難と認め

た場合 られる身体障害者を労働者として雇い入れるか継続して雇用している

事業主が、障害の種類や程度に応じた適切な雇用管理のために必要な

介助等の措置を実施する場合に、その費用の一部を助成します。

社会福祉法人等又は事 ○○○○41414141 職場適応援助者助成金

業主が、障害者に対す 職場適応援助者による援助を受けなければ、事業主による雇入れ又は

る職場適応援助者によ 雇用の継続が困難と認められる障害者に対して、職場に適応すること

る援助を行った場合 を容易にするため、職場適応援助者（高齢・障害者雇用支援機構が行

う研修又は厚生労働大臣が定める研修を修了し、援助の実施に関し必

要な相当程度の経験及び能力を有すると認められる者）による援助の

事業を行う社会福祉法人等又は自社の事業所に職場適応援助者を配置

し、障害者である労働者の雇用に伴い必要となる援助を実施する事業

主に対して、その費用の一部を助成します。

精神障害者の支援の専 ○○○○42424242 精神障害者雇用安定奨励金（精神障害者支援専門家活用奨励金）

門家を雇用・委嘱した 精神障害者を雇い入れるとともに、精神保健福祉士等の精神障害者の

場合 支援に係る専門家を雇い入れ、又は委嘱し、精神障害者の雇用管理に

関する業務を行わせた場合に奨励金を支給します。

精神障害者の支援を担 ○○○○43434343 精神障害者雇用安定奨励金（社内精神障害者支援専門家養成

当する専門家を養成し 奨励金）

た場合 労働者に精神保健福祉士等の養成課程を履修させ、新たに雇い入れた

精神障害者の雇用管理に関する業務を行わせた場合に奨励金を支給し

ます。

精神障害者と働くため ○○○○44444444 精神障害者雇用安定奨励金（社内理解促進奨励金）

に役立つ講習を受講さ 精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、精神障害者と

せた場合 ともに働く労働者に精神障害者の支援に関する知識を習得するための

講習を受講させた場合に奨励金を支給します。

精神障害者にピアサポ ○○○○45454545 精神障害者雇用安定奨励金（ピアサポート体制整備奨励金）

ートの業務を担当させ 精神障害者を雇い入れ、又は職場復帰させるとともに、社内の精神障

た場合 害者に精神障害者への配慮事項等に関する事業所への助言等、ピアサ

ポートの業務を担当させた場合に奨励金を支給します。

通勤を容易にするため ○○○○46464646 重度障害者等通勤対策助成金

の措置を行った場合 重度身体障害者、知的障害者、精神障害者又は通勤が特に困難と認め

られる身体障害者を労働者として雇い入れる又は継続して雇用する事

業主、又はこれらの重度障害者等を雇用している事業主を構成員とす

る事業主団体が、これらの者の通勤を容易にするための措置を行う場

合にその費用の一部を助成します。
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障害者を多数雇用し施 ○○○○47474747 重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金

設等の整備等を行った 重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者を労働者として多数雇い

場合 入れる又は継続して雇用し、かつ、安定した雇用を継続することがで

きると認められる事業主で、これらの障害者のために事業施設等の整

備等を行う場合に、その費用の一部を助成します。

障害者就業・生活支援 ○○○○48484848 障害者就業・生活支援センター設立準備助成金

センター設立の準備を 障害者就業・生活支援センターの指定を受けるための準備計画を策定

行った場合 し、労働局長からの認定を受けた事業主に対し、障害者の就業支援業

務に要した費用の一部を助成します。
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Ⅵ 雇 用 管 理 の 改 善 を 行 い た い

事業協同組合等が構成 ○○○○49494949 人材確保等支援助成金（中小企業人材確保推進事業助成金）

中小企業者の雇用管理 改善計画の認定を受けた事業協同組合等の中小企業団体が、構成中小

の改善を行った場合 企業者の人材確保や労働者の職場定着を支援するための事業を行った

場合に助成します。

有期契約労働者を正社 ○○○○50505050 中小企業雇用安定化奨励金（正社員転換制度奨励金）

員に転換する制度を導 就業規則等により、有期契約労働者を正社員に転換する制度を導入し、

入した場合 適用した場合に奨励金を支給します。

正社員と共通の処遇制 ○○○○51515151 中小企業雇用安定化奨励金（共通処遇制度奨励金）

度を導入した場合 就業規則等により、フルタイム有期契約労働者について、正社員と共

通の処遇を行う制度を導入し、適用した場合に奨励金を支給します。

正社員と共通の教育訓 ○○○○52525252 中小企業雇用安定化奨励金（共通教育訓練制度奨励金）

練制度を導入した場合 就業規則等により、フルタイム有期契約労働者について、正社員と共

通の教育訓練制度を導入し、適用した場合に奨励金を支給します。

正社員と共通の評価・ ○○○○53535353 短時間労働者均衡待遇推進等助成金（資格・評価制度（共通））

資格制度を導入した場 パートタイム労働者の仕事や能力に応じた待遇について、正社員と共

合 通の評価・資格制度を導入し、実際に当該制度を適用した場合に助成

金を支給します。

パートタイム労働者の ○○○○54545454 短時間労働者均衡待遇推進等助成金（資格・評価制度（パート））

能力・職務に応じた評 パートタイム労働者の仕事や能力に応じた評価・資格制度を導入し、

価・資格制度を導入し 実際に当該制度を適用した場合に助成金を支給します。

た場合

パートタイム労働者を ○○○○55555555 短時間労働者均衡待遇推進等助成金（正社員転換制度）

正社員へ転換した場合 パートタイム労働者から正社員への転換のための試験制度を導入し、

実際に当該制度を適用した場合に助成金を支給します。

パートタイム労働者の ○○○○56565656 短時間労働者均衡待遇推進等助成金（健康診断制度）

健康診断制度を導入し パートタイム労働者の健康診断制度を導入し、実際に延べ４人以上に

た場合 実施した場合に助成金を支給します。

短時間正社員制度を導 ○○○○57575757 短時間正社員制度導入促進等助成金

入・運用する場合 短時間正社員制度を導入し、実際に当該制度を利用した場合に、対象

労働者１０人目まで助成金を支給します。
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中小企業において初め ○○○○58585858 育児・介護雇用安定等助成金（中小企業子育て支援助成金）

て育児休業者が出た場 （平成２４年３月３１日まで）

合 中小企業における育児休業の取得促進を図るため、一定の要件を備え

た育児休業を実施する中小企業事業主（労働者数１００人以下）に対

して、初めて育児休業取得者が出た場合に助成金を支給します。

保育施設を事業所内に ○○○○59595959 育児・介護雇用安定等助成金（事業所内保育施設設置・運営等

設置し、運営する場合 助成金）

労働者のための保育施設を事業所内に設置する事業主又は事業主団体

に対し、その設置、運営（運営開始後最長１０年間）、増築及び保育

遊具等購入に係る費用の一部を助成します。

労働者が育児・介護サ ○○○○60606060 育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助成金

ービスを利用した費用 （育児・介護費用等補助コース））

の補助を行った場合 労働者が育児又は介護に係るサービスを利用する際に要した費用の全

部又は一部を補助する制度を労働協約又は就業規則に規定し、実際に

費用補助を行った事業主及び育児又は介護に係るサービスを行うもの

と契約し、そのサービスを労働者に利用させた事業主に対して、事業

主が負担した額の一定割合を助成します。

育児休業取得者の代替 ○○○○61616161 育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助成金

要員を確保し、原職等 （代替要員確保コース））

に復帰させた場合 育児休業終了後、育児休業取得者を原職又は原職相当職に復帰させる

旨の取り扱いを労働協約又は就業規則に規定し、育児休業取得者の代

替要員を確保し、かつ育児休業取得者を原職又は原職相当職に復帰さ

せた事業主に、一定額を助成します。

短時間勤務制度を設け ○○○○62626262 育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助成金

て子育て期の労働者が （子育て期の短時間勤務支援コース））

利用した場合 少なくとも小学校就学の始期に達するまでの子（小規模事業主におい

ては、少なくとも３歳に達するまでの子）を養育する労働者が利用で

きる短時間勤務制度（１日の労働時間を６時間とする制度を含む短時

間勤務制度）を労働協約又は就業規則に規定し、労働者がこれらの制

度を連続して６か月以上利用した場合に、事業主に対して助成金を支

給します。

育児・介護休業取得者 ○○○○63636363 育児・介護雇用安定等助成金（両立支援レベルアップ助成金

に対する職場復帰プロ （休業中能力アップコース））

グラムを実施した場合 育児休業又は介護休業取得者がスムーズに職場復帰できるよう、職場

適応性や職業能力の維持回復を図る措置（職場復帰プログラム）を実

施した事業主・事業団体に支給します。
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育児休業期間中に経済 ○○○○64646464 育児休業取得促進等助成金（育児休業取得促進措置）

的支援を行った場合 労働者の育児休業期間中に、事業主が独自に３か月以上の経済的支援

を行った場合に、経済的支援に係る費用の一部を助成します。

新たに介護福祉機器を ○○○○65656565 介護労働者設備等整備モデル奨励金

導入した場合 奨励金は、介護労働者の身体的負担軽減や腰痛を予防するため、労働

局の認定を受けた導入・運用計画に基づき、介護福祉機器を新たに導

入し、適切な運用を行うことにより労働環境を改善し、もって、介護

労働者の雇用管理の改善を図った事業主に対して、当該機器の導入・

運用等に要した費用の一部を支給します。

建設労働者の技能の向 ○○○○66666666 人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金）

上のため教育訓練を行 中小建設事業主等が、建設労働者の技能の向上のために教育訓練を行

った場合 った場合の経費及び賃金の一部を助成します。

建設労働者の雇用の改 ○○○○67676767 人材確保等支援助成金（建設事業主雇用改善推進助成金）

善を行った場合 中小建設事業主が、建設労働者の雇用改善のための計画を作成し、当

該計画に従って、雇用改善の取組を行った場合の経費及び賃金の一部

を助成します。

建設業の事業主団体が ○○○○68686868 人材確保等支援助成金（建設事業主団体雇用改善推進助成金）

構成員である建設事業 建設業の事業主団体が、団体の構成員である建設事業主に雇用される

主に雇用される建設労 建設労働者の雇用改善を図るため雇用改善推進事業を行った場合、経

働者の雇用の改善を行 費の一部を助成します。

った場合

建設業の事業主団体が、 ○○○○69696969 人材確保等支援助成金（建設業人材育成支援助成金）

小学校、中学校、高校 中小建設事業主団体又はその連合団体が、小学校、中学校、高校等に

等におけるキャリア教 おけるキャリア教育への支援を行った場合、経費の一部を助成します。

育への支援を行った場

合

中小企業が単独で退職 ○○○○70707070 中小企業退職金共済制度

金制度を設けることが 中小企業に働く従業員のための退職金制度である「中小企業退職金共

できない場合 済制度」は、単独で退職金制度を設けることが困難な中小企業につい

て、事業主の相互共済と国の支援によって設けられているものです。
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Ⅶ 労 働 者 の 能 力 開 発 等 を 行 い た い

労働者に職業訓練等を ○○○○71717171 キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金）

受けさせた場合 事業主が雇用する労働者のキャリア形成を促進するために、職業訓練

等の実施又は労働者の自発的な職業能力開発を支援した場合に、訓練

等に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一部を助成します。

常用雇用労働者に職業 ○○○○72727272 成長分野等人材育成支援奨励金（平成２４年３月３１日まで）

訓練等を実施した場合 ※平成２２年度の補正予算で措置されています。

健康、環境分野及び関連するものづくり分野において、期間の定めの

ない従業員を雇い入れ、又は他の分野から配置転換し、ＯＦＦ－ＪＴ

（通常の業務を離れて行う職業訓練）を実施した事業主へ訓練費用の

助成を行います。

中小企業労働力確保法 ○○○○73737373 中小企業雇用創出等能力開発助成金

に基づく改善計画の認 奈良県知事から中小企業労働力確保法に基づく改善計画の認定を受け

定を受けた事業主が、 た中小企業者事業主が雇用する労働者に、計画的に職業訓練等を実施

職業訓練を実施した場 する場合に、訓練等に要した経費及び訓練実施期間中の賃金の一部を

合 助成します。

労働者に職業能力検定 ○○○○74747474 キャリア形成促進助成金（職業能力評価推進給付金）

等を受けさせた場合 事業主が雇用する労働者に、厚生労働大臣が定める職業能力評価を受

けさせた場合に、受験料及び受験時間の賃金の一部を助成します。

中小建設事業主が建設 ○○○○75757575 建設業新分野教育訓練助成金

業以外の新分野へ進出 建設労働者を継続して雇用しつつ、建設業以外の新分野事業に従事さ

した場合 せるために必要な教育訓練を実施した中小建設事業主に対して助成し

ます。

中小企業等が従業員研 ○○○○76767676 中小企業等基盤強化税制［教育訓練費に係る法人税・所得税

修を実施した場合 額の特別控除］（人材投資促進税制）

中小企業者等が実施する従業員研修の費用の一定割合を法人税・所得

税から税額控除し、中小企業者等の人材育成を応援します。
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雇用機会が著しく不足 ○○○○77777777 地域雇用開発能力開発助成金

している地域の事業主 雇用機会が著しく不足している地域の事業主が当該地域に居住する求

が求職者を雇い入れ、 職者を雇い入れ、計画的に職業訓練等を実施する場合に、訓練に要し

職業訓練を実施した場 た経費及び訓練実施期間中の賃金の一部を助成します。

合 ※ 県内の対象地域は以下のとおりです。

北和地域（奈良市、天理市、生駒市、山添村）

中和地域（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、

上牧町、王寺町、広陵町、河合町、桜井市、宇陀市、川西町、三

宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、東吉野村、大和郡山市、平群町、

三郷町、斑鳩町、安堵町）

障害者等に職業訓練等 ○○○○78787878 職場適応訓練制度

を受講させた場合 障害者等の雇用拡大・促進を目的として、奈良県が事業主に職場内の

訓練を委託し、それによって障害者等の作業環境への適応が容易にな

るようにしたうえで、訓練終了後は事業所に引き続き雇用していただ

く制度です。
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各 助 成 金 の お 問 い 合 わ せ 先

助 成 金 番 号 取 扱 窓 口 電 話 番 号

○○○○22222222 ○○○○23232323 ○○○○24242424 ○○○○26262626 奈良県 産業・雇用振興部 ０７４２-２７-８８１３
企業立地推進課 企業誘致グループ

○○○○25252525 奈良県 産業・雇用振興部 ０７４２-２７-８８７２
企業立地推進課 企業立地支援グループ

○○○○78787878 奈良県 健康福祉部 ０７４２-２７-８５１４
障害福祉課 障害者雇用促進係

⑰ ⑱⑰ ⑱⑰ ⑱⑰ ⑱ 奈良労働局 職業安定部 職業安定課 ０７４２-３２-０２０８

③ ⑦ ⑧ ⑨ ⑫ ⑬③ ⑦ ⑧ ⑨ ⑫ ⑬③ ⑦ ⑧ ⑨ ⑫ ⑬③ ⑦ ⑧ ⑨ ⑫ ⑬ ○○○○33333333 ○○○○34343434 ○○○○35353535 奈良労働局 職業安定部 職業対策課 ０７４２-３２-０２０９
○○○○36363636 ○○○○37373737 ○○○○42424242 ○○○○43434343 ○○○○44444444 ○○○○45454545 ○○○○48484848 ○○○○50505050 ○○○○51515151
○○○○52525252 ○○○○64646464 ○○○○65656565 ○○○○72727272 ○○○○75757575

○○○○58585858 ○○○○59595959 奈良労働局 雇用均等室 ０７４２-３２-０２１０

① ④ ⑤ ⑥ ⑩ ⑪ ⑭ ⑮ ⑯① ④ ⑤ ⑥ ⑩ ⑪ ⑭ ⑮ ⑯① ④ ⑤ ⑥ ⑩ ⑪ ⑭ ⑮ ⑯① ④ ⑤ ⑥ ⑩ ⑪ ⑭ ⑮ ⑯ 奈良公共職業安定所 ０７４２-３６-１６０１
⑰ ⑱⑰ ⑱⑰ ⑱⑰ ⑱ ○○○○27272727 ○○○○31313131 ○○○○32323232 ○○○○33333333 ○○○○34343434 ○○○○35353535 ○○○○36363636
○○○○37373737 ○○○○42424242 ○○○○43434343 ○○○○44444444 ○○○○45454545 ○○○○50505050 ○○○○51515151 ○○○○52525252 ○○○○78787878 大和高田公共職業安定所 ０７４５-５２-５８０１

※ 制度的な説明については奈 大和郡山公共職業安定所 ０７４３-５２-４３５５
良労働局職業安定部職業対策

課にお問い合わせください。 桜井公共職業安定所 ０７４４-４５-０１１２
（⑰⑱については職業安定課

にお問い合わせください。） 下市公共職業安定所 ０７４７-５２-３８６７

②②②② ○○○○28282828 ○○○○29292929 ○○○○30303030 ○○○○38383838 ○○○○39393939 ○○○○40404040 ○○○○41414141 ○○○○46464646 (独)高齢・障害者雇用支援機構 ０７４２-３０-２２４５
○○○○47474747 奈良高齢・障害者雇用支援センター

（奈良分室）

⑫⑫⑫⑫ (財)介護労働安定センター 奈良支所 ０７４２-３５-２７０１

⑲⑲⑲⑲ 奈良県中小企業団体中央会 ０７４２-２２-３２００

⑲⑲⑲⑲ ○○○○76767676 近畿経済産業局 地域経済部 産業人材政策課 ０６-６９６６-６０１３

○○○○49494949 ○○○○68686868 ○○○○69696969 (独)雇用・能力開発機構 ０７４４-２２-５１０１
奈良センター 業務課 雇用管理係

⑳⑳⑳⑳ ○○○○66666666 ○○○○67676767 ○○○○71717171 ○○○○73737373 ○○○○74747474 ○○○○77777777 (独)雇用・能力開発機構 ０７４４-２２-５３０２
奈良センター 業務課 助成係

○○○○21212121 (株)日本政策金融公庫 ０７４２-３５-９９１０
奈良支店 中小企業事業 ＜フリーダイヤル＞

０１２０-１５４-５０５

○○○○53535353 ○○○○54545454 ○○○○55555555 ○○○○56565656 ○○○○57575757 ○○○○60606060 ○○○○61616161 ○○○○62626262 ○○○○63636363 (財)２１世紀職業財団 奈良事務所 ０７４２-３６-６７７７

○○○○70707070 (独)勤労者退職金共済機構 ０３-３４３６-０１５１
中小企業退職金共済事業本部
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郵便番号 住 所 Ｈ Ｐ ア ド レ ス

http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-2652.htm

630-8501 奈良市登大路町30

http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-1834.htm

630-8570 奈良市法蓮町387 http://www.nararoudoukyoku.go.jp/

630-8113 奈良市法蓮町387 奈良第３地方合同庁舎

635-8585 大和高田市池田574-6

639-1161 大和郡山市観音寺町168-1 http://www.nararoudoukyoku.go.jp/01soshiki/03hellowork.html

633-0007 桜井市外山285-4-5

638-0041 吉野郡下市町下市2772-1

630-8122 奈良市三条本町9-21
ＪＲ奈良伝宝ビル６階 http://www.jeed.or.jp/

630-8115 奈良市大宮町4-266-1 三和大宮ビル２階 http://www.kaigo-center.or.jp/shibu/nara/

630-8213 奈良市登大路町38-1 http://www.chuokai-nara.or.jp/

540-8535 大阪市中央区大手前1-5-44 大 阪合同庁 舎1号館 http://www.kansai.meti.go.jp/jinzai.html

634-0033 橿原市城殿町433 http://www.ehdo.go.jp/nara/

630-8115 奈良市大宮町7-1-33 http://www.jfc.go.jp/

630-8115 奈良市大宮町6-9-1 新大宮第１ビル５階 http://www.jiwe.or.jp/

105-8077 東京都港区芝公園1-7-6 http://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/
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本パンフレットには、各種助成金等の概要を掲載しております。詳細な内容をご覧いただきた

い場合は、『奈良の企業支援ガイドブック[雇用支援編] ２０１０年度版』をご利用ください。

（URL：http://www.nashien.or.jp/shushokushien/img/10guidebook_koyo.pdf）

各支援策の活用にあたっては併給調整が必要な場合や項目、要件、申請時期などが変更されて

いる場合もありますので、詳細な内容を関係機関にお問い合わせください。

奈良県 産業・雇用振興部 雇用労政課

奈良市登大路町３０ ＴＥＬ．０７４２-２７-８８１２

(財)奈良県中小企業支援センター 経営支援課 人材確保係

奈良市柏木町１２９－１ なら産業活性化プラザ３階 ＴＥＬ.０７４２-３０-５０７０
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